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1．これまでの編邑 

豊島区立小・中学校の児童・生徒数は、昭和30年代にピークを迎え、その後減少に転じ、以

来、減少傾向が続いている。平成 8年度には、ピーク時の四分の一以下になっており、この減

少傾向は、今後も引き続くものと予測されている。 

そのため、1学年1学級しかない単学級校の出現や、学校間にアンバランスが生じるなど学

校教育上諸問題が発生し、区立学校の教育環境に多くの影響を及ぼしている。 

このような状況のなかで、平成元年6月、庁内に「区立小・中学校適正規模等検討委員会」 

を設置し、学校教育上の諸問題について検討し、一定の結論を得たところである。さらに本件

について各界各層の方々の幅広い意見を伺い、一層論議を深めることカ泌要であるということ

から、平成 2年4月、教育委員会は付属機関として「区立蝦交の適正規模等に関する審議会」 

（委員別名）を設置し、平成 2年6月、 「区立学校の適正規模及び適正配置について」の諮問

を行った。 

本区の教育目標である「勤労と責任を重んじ、自主性と創造性に富み、社会の一員としての

自覚を持ち、心身ともに健康でたくましい児童・生徒の育成」 （平成 2年度）を基本的視点に

据え、現行の学校教育に係わる諸制度を前提に、将来的展望にも配慮しながら審議を行い、約 

2年間15回に及ぶ審議の結果、児童・生徒が良好な教育環境のもとで、なお者充実した学校

教育を享受できるような本区区立学校の適正規模、適正配置に関する基本的考え方並びにその

具体的方策について取りまとめ、平成 4年4月に答申された0 

答申の趣旨を十分に尊重し、具体化を図っていくという基本方針に基づき、平成 4年6月、 

庁内に「区立学校の適正配置計画策定検討委員会」を設置し、以来、検討を重ねてきたところ

である。 

2.審融答申後の状況の変化 

答申を受けて既に約5年を経過し、 この間、 「与鍵交教育」を取り巻く社会・経済状況には様

々な変化が見られる。 

一つには、答申時より約5年を経過したことにより、当時の予測と児童・生徒数の推移の実

態に華離が生じたため、今後の児童・生徒数の推移を見ながら、答申内容の見直しも含めて検

討していく必要性が生じてきたことである。 

例えば、答申では、中学校を統合してその助地に新小学校を設置すると提言されているが、 



小学校の児童数の波」,が著しく、中学校に先立って小学校を統合する屈腰性が生じているケー 

スや、児童数の減少が著しいため、新校舎の建設を待たずに統合する必要性が生じているケー 

スなどである。 

また、民有地の買収により校地を拡張したり、道路拡幅に伴い校地力消職されたケースなど、 

地区によって新たな検討要素が加わってきている。 

二っには、平成7年1月の阪神・淡路大震災に端を発した、 一●」「と設の安全性に対する対策 

強化と校舎の老朽化対策との関連である。 

校舎の耐震対策の強化は、何よりも児童・生徒の安全に関わる緊急課題であり、また、学校

は、有事の際には地域住民の「搬センター」としての役割も併せ持たねばならない。そのた

め、学校の耐震診断とその補強対策については、早期着手、実施が急がれるところである。 

一方、区立学校は、木造校舎から鉄筋コンクリート造への校舎改築が昭和32年から開始され、 

初期に改築されたものは既に40年近くを経過し、そのため、校舎の老朽化による改築問題が浮 

上している。 

校舎の改築には莫大な経費を要するため、財源の見通しを立て、適正配置や耐震補強、改修 

工事と連携して、計画的に取り組んでいかなければならない。 

さらに、適正配置計画の推進にあたっては、本区を取り巻く未曾有の厳しい財政状況を踏ま 

えながら取り組んでいく必要がある。 

第1章 適正配置推進の基本的考え方 

適正配置に取り組んでいくには、様々な観点から検討していく！』」要があり、現下の社会・経

済環境を踏まえ、次の3点を適正配置推進の基本的な考え方とする。 

第一は、 「個性と社会性の両者の調和のとれた子どもの育成を図るには、それにふさわしい

規模の集団を確保することが望ましい」との審議会答申の主旨を尊重し、その実現に向け取り

組んでいくことを基本姿勢とする。 

また、適正配置の実施にあたっては、児童・生徒数の推移、教育環境、社会・経済状況の変

化を見ながら、答申内容の見直し、修正も含め、緊急性の高い学校から順次、取り組んでいく

こととする。 

第二に、計画の策定にあたっては、本区小・中学校校舎の鉄筋化の実施から相当の年月が経

過していることから、老朽校舎の改築時期との整合性を検討するとともに、これからの教育方

法・内容に対応した施設整備を図るなど、将来を展望した学校施設整備に配慮する。 

第三に、現下の厳しい財政状況を踏まえ、既存施設の活用も視野に入れて取り組んでいく。 

具体的には、建築年度や老朽度、耐震診断の結果などを総合的に検討し、個別に判断していく

こととする。 

以上の三つの基本的な考え方にたって、適正配置計画の第一歩として取りまとめたものが、 

この「豊島区立小・中学校の適正化第一次整備計画」である。 

本計画は、平成9年度から平成18年度までの10カ年を計画期間とした「豊島区基本計画」と

の整合性を図り、それを具体化したものである。 

今後は、地域住民、児童・生徒の保護者はもとより、区民の理解と協力を仰ぎながら、この 

「第一次整備計画」の実現に向けて取り組んでいく。 



第2章 「第一次整備計画」の考え方 

I．計画の目的 

区立学校における児童・生徒数の減少は、それぞれの個性や能力に応じた指導を容易にしたり、 

児童・生徒間の相互理解が深まるなどのメリット（利点）がある反面、単学級の出現によりクラ

ス替えができないなど交友関係を固定化したり、必要な教員数の確保や集団による学習活動を困

難にするなど、学校教育に与えるデメリット（弊害） も大きい。 

児童・生徒にとっては個性を引き伸ばすとともに、多くの友人と交流を深めたりいろいろな特

性を持つ教職員と接するなど、触れ合いの機会を豊かにし、社会の一員として自立するたぬの能

力を身につけていかなければならない。即ち、個性と社会性の両方の調和がとれた児童・生徒の

育成が求められており、そのためには、一定以上の学校の規模の確保が必要となる。 

一方、区立学校は、木造から鉄筋コンクリート造への校舎改築が昭和32年に着手され、昭和52 

年までに42校全ての校舎の鉄筋化が終了している。初期に改築された校舎は、既に40年近く経過

しており、そのため老朽化が進み、今後計画的に改築を進めていく必要に迫られている。 

本計画は、審議会答申で提言されたものを、小規模化が著しい学校から順次統合を実施するも

のであり、 「老朽校舎の改築」と「既存施設の活用」という二つの視点も加味して、平成9年度

を初年度とする10カ年のなかで、答申の内容の具体化を図るため、その実施時期と具体的方法を

明らかにするものである。 

況を踏まえ、既存の校舎、体育館、プールなど既存施設の一留はたは全部を活用するという二

つの方法により対応することとする。 

(5）新しい学校の校名、校章、校歌等の決定 

統合による新しい学校の校名、校章、校歌等は、それぞれの戦知）歴史、伝統や地域社会に

おいて果たしてきた役割などを考慮し、慎重に検討していかなければならない。 

そのためには、PTA、教職員、地域住民の代表者など統合対象校の関係者による検討組織

を設け、各関係者の合意のもとに校名等が決定されていくよう進めていくこととする。 

なお、この「第一次整備計画」は、平成 9年度開始から 5年目となる平成13年度（審議会答

申時より10年目）に、児童・生徒数の推移、動向などを見ながら見直しを図ることとする。 

「教育人口等推計」によると、平成13年には、審議会答申の統合対象校以外にも単学級校の出

が予測されており、これらも含めて「第一次整備計画」を見直していくこととする。 

3.計画の骨子 

(1）高田中学校と雑司谷中学校の統合 

① 高田中学校と雑司谷中学校の 2中学校区を 1中学校区とし、隣接する中学校との通学区域 

の整備を図る。 

② 新中学校は、現高田中学校跡地に設置する。 

なお、高田中学校校舎の老朽化が著しく早期に改築を必要とするため、現高田中学校跡に 

新校舎を建設する。新校舎竣工まで、現雑司谷中学校校舎を仮校舎として使用する。 

2.計画策定にあたっての考え方 

本計画は、対象校、時期、方法など、次のような考え方により策定した。 

q）統合の対象校 

「教育人口等推計」 （平成 8年度東京苛敬育庁）により、 5年後の平成13年度には、特に小 

規模になると予測される学校を優先して統合し、学校規模の確保を図る。 

(2）統合の順位 

統合の順位は、児童・生徒数の推移、推計、中学校跡地に新小学校を設置するなど統合の手 

順、校舎の老朽化による改築の&壊性などを考慮し、総合的に判断した。 

(3）統合の時期 

統合の時期については、児童・生徒数の推移などを見ながら、早めていくことを検討する。 

(4）新しい学校の施設 

統合による新しい学校施設は、校舎の老朽化等により新築で対応する場合と、現ドの財政状 

(2）高田小学校、雑司谷小学校、日出小学校の統合 

① 高田小学校、雑司谷小学校、日出小学校の 3小学校区を1小学校区とし、臓する小学校

との通学区域の整備を図る。 

② 新小学校は、現雑司谷中学校跡に新校舎を建設し、設置する。新校舎竣工まで、現 3小学

校校舎を仮校舎として使用する。 

(3）要町小学校と平和小学校の統合 

① 要町小学校と平和小学校の2小学校区を1小学校区とする。 

② 新小学校は、現要町小学校跡に既存校舎を使用して、設置する。 

(4）大塚中学校と朝日中学校の統合 

① 大塚中学校と朝日中学校の 2中学校区を1中学校区とする。 



Oー‘を核として、地域住民、PTA、同窓生などが、集会、学習等の交流を通して親睦を深

めることのできるような施設整備をし、貴城に開かれた学校づくりに配慮する。 

④旧来の学校の歴史、伝統が残されるよう配慮する。 

⑤震災や風水害など災害時の「救援センター」として、地域における情報趨や、給水、給食、 

仮泊、医療救護等、応急救護活動の拠点となることを考慮した施設整備を図る。 

O‘コ‘ ' 

② 新中学校は、現大塚中学校跡に既存校舎を使用して、設置する。 

(5）千川小学校と大成小学校の統合 

① 千川小学校と大成小学校の 2小学校区を1小学校区とし、隣接する小学校との通学区域の

整備を図る。 

② 新小学校は、現大成小学校跡に既存校舎を使用して、設置する。 

審議会答申では、 「千川小学校と大成小学校を統合し、新小学校を、第十中学校と千早中学

校を統合したあとの第十中学校跡地に設置し、通学区域は、千川小学校の通学区域の一部を高

松ノ」学校に変更し、大成小学校の通学区域の一部を椎名町小学校に変更する」と提言している。 

本計画では、千川水学校の児童数の減少が著しいため、中学校の統合に先立って小学校を統

合するため、新小学校を大成小学校に設置する。そのため、千川小学校の通学区域の一部は、 

新小学校への通学距離が1,000mを越えることとなるため、答申どおり通学区域を変更するが、 

答申で提言された大成小学校の通学区域の●Iは、適正な通学距離の範囲内であり、新小学校

の学校規模の確保という観点から現行どおりとする。 

(6）時習小学校と大塚台」喝を校の統合 

① 時習小学校と大塚台小学校の2小学校区を1小学校区とし、隣接する小学校との通学区域

の整備を図る。 

② 新小学校は、現大塚台小学校跡に既存校舎を使用して、設置する。 

(7）大明小学校と池袋第五小学校の統合 

① 大明小学校と池袋第五水学校の 2小学校区を1小学校区とするC 

② 新小学校は、現池袋第五小学校跡に既存校舎を使用して、設置する。  

4且計画実施にあたっての留意点 

本計画の実施にあたっては、次の事項に留意することとする。 

q）統合にあたっては、統合前に共同学習や合同行事を実施するなど、統合する児童・生徒の交

流を深め、新しい学校生活への移行が円滑に図れるように配慮する。 

(2）統合に伴う通学区域の変更にあたっては、指定校変更を認めるなど、できるだけ新入学及び

在学中の児童・生徒に負担のかからないよう配慮する。 

(3）新しい校舎を建設する際には、 「学校施設整備指針」に沿って、次の点に留意し進めていく

こととする。 

①これからの新しい教育方法、内容等に対応できる施設整備を図る。 

②児童・生徒にとって豊かな生活空間を生み出す学校施設とする。 

(4）統合後、既存施設を使用する場合には、事前に耐震診断を実施し、必要に応じて耐震補強措

置を施すこととし、学校の安全性を確保した上で統合を実施する。 

また、施設状況を点検し、必要な改修工事を実施するとともに、特別教室や特別活動室の充

実を図ることや、余裕教室を活用するなど、 「学校施設整備指針」に照らしながら、施設環寛

の整備を図ることとする。 

(8）第十中学校と千早中学校の統合 

① 第十中学校と千早中学校の 2中学校区を1中学校区とする。 

② 新中学校は、現第十中学校跡に既存校舎を使用して、設置する。 

審議会答申では、 「第十中学校と千早中学校を統合し、新中学校を、千早中学校跡地に設置 

する」と提言している。 

本計画では、答申後、第十中学校校地が民有地の買収により拡張されたことなどを考慮し、 

新中学校を第十中学校に設置することとする。  

G）校舎の建設や改修工事にあたっては、安全性の確保、騒音・塵挨の防止、工事期間の短縮や

仮校舎の整備など、できるだけ在学中の児童・生徒及び地域の方々に負担や迷惑のかからない

よう配慮する。 



第 3章 「第一次整備計画」の内容 

1．高田中判交と雑司谷中学校の統合 

(1）新中学校の設置年度 

平成11年3月に、高田中戦交と雑司谷中学校の両校を閉校し、同年 4月に、現雑司谷中学校 

校舎を仮校舎として、新中学校を開校する。 

平成11年4月から14年3月に、現高田中学校跡に新校舎等を建設し、平成14年4月に移転す 

る。  

2，高田小学校、雑司谷小学校、日出小学校の統合 

q）新小学校の設置年度 

平成13年3月に、高田小学校、雑司谷小学校、日出小学校の 3校を閉校し、同年 4月に、現 

3小学校校舎を仮校舎として、新小学校を開校する。 

平成14年4月から16年3月に、現雑司谷中学校跡に新校舎を建設し、平成16年4月に移転す

る。 

(2）新小学校の位置 

豊島区南池袋三丁目18番12号（現雑司谷中学校跡）に設置する。 

(2）新中学校の位置 

豊島区目白一丁目1番1号（現高田中学校跡）に設置する。 

(3）通学区域の変更 

新中学校の通学区域は、現高田中学校と現雑司谷中学校の両校の通学区域を併せた区域とす 

るが、その一部を変更する。 

① 変更区域 

現雑司谷中学校の通学区域のうち、東池袋一丁目24--27番、東池袋四丁目 1-43番、19番 

-28番、東池袋五丁目 1-'lO番、13'-'17番を、西巣鴨中学校の通学区域に変更する。 

② 変更時期 

変更区域が日出小学校の通学区域であるため、日出小学校が統合のため閉校し、新小学校 

が開校する平成13年4月から実施する。 

③ 変更方法 

平成13年4月の新1年生から実施する。ただし、希望により西巣鴨中学校から新中学校へ 

の指定校変更を認める。 

また、通学区雌更区域に在住する在校生については、希望により新中学校から西巣鴨中 

学校への指定校変更を認める。 

(4）新中学校の生徒数、学級数 

新中学校は、平成11年度の開校時には、生徒数 427人、12学級程度になる見込みである。  

(3）通学区域の変更 

新小戦交の通学区域は、現高田小学校、現雑司谷小学校、現日出小学校の 3校の通学区域を 

併せた区域とするが、その一部を変更する。 

① 変更区域 

現日出小学校の通学区域のうち、東池袋一丁目24-27番を時習小学校の通学区域に変更し、 

東池袋四丁目 1 -.43番、19番～28番、東池袋五丁目 1~ 10番、13-47番を大塚台小学校の通 

学区域に変更する。 

② 変更時期 

新小学校が開校する平成13年 4月から実施する。 

③ 変更方法 

平成13年 4月の新1年生から実施する。ただし、希望により時習小学校または大塚台小学 

校から新月ぜ弾校への指定校変更を認める。 

また、通学区域変更区域に在住する在校生については、希望により、新小学校から時習小 

学校または大塚台小学校への指定校変更を認める。 

(4）新小学校の児童数、学級数 

新小学校は、平成13年度の開校時には 3小学校で、児童数 383人、12学級程度になる見込み

である。 



3．要町小学校と平和小学校の統合 

(11）新小学校の設置年度 

平成12年 3月に、要町小学校と平和小学校の両校を閉校し、同年4月に、現要町小学校校舎

を使用して、新小学校を開校する。 

(2）新小学校の位置  

5，千川小学校と大成小学校の統合 

q）新小学校の設置年度 

平成14年3月に、干川小学校と大成小学校の両校を閉校し、同年 4月に、現大成小学校校舎

を使用して、新小学校を開校する。 

(2）新小学校の位置 

豊島区要町二丁目 3番20号（現要町小学校）に設置する。 	 豊島区長崎六丁目16番1号（現大成小学校）に設置する。 

(3）通学区域 	 （3）通学区域の変更 

新小学校の通学区域は、現要町小学校と現平和小学校の両校の通学区域を併せた区域とする。 	 新小学校の通学区域は、現千川小学校と現大成月学校の両校の通学区域を併せた区域‘二する 

が、その一部を変更する。 

(4）新小与鱗交の児童数、学級数 	 ① 変更区域 

新小学校は、平成12年度の開校時には、児童数 324人、12学級程度になる見込みである。 	 現千川小学校の通学区域のうち、千3'トー丁目19-'27番、二丁目 5-40番、29番～36番を高 

松小学校の通学区域に変更する。 

② 変更時期 

4．大塚中学校と朝日中学校の統合 	 新小学校が開校する平成14年 4月から実施する。 

(1）新中学校の設置年度 	 ③ 変更方法 

平成13年3月に、大塚中学校と朝日中学校の両校を閉校し、同年 4月に、現大塚中学校校舎 	 平成14年4月の新1年生から実施する。ただし、希望により高松小学校から新小学校への 

を使用して、新中学校を開校する。 	 指定校変更を認める。 

また、通学区域変更区域に在住する在校生については、希望により新小学校から高松小学 

(2）新中学校の位置 	 校への指定校変更を認める。 

豊島区西巣鴨三丁目17番I号（現大塚中学校）に設置する。 	 ④ 中学校の通学区域の変更 

小学校の通学区域の変更に併せて、第十中学校の通学区域のうち、千川一丁目19-27番、 

(3）通学区域 	 二丁目 5-40番、29--36番を千川中学校の通学区域に変更する。 

新中学校の通学区域は、現大塚中学校と現朝日中学校の両校の通学区域を併せた区域とする。 	 変更時期は、新小学校が開校する平成14年4月とし、新1年生から実施する。ただし、希 

望により干川中学校から第十中学校への指定校変更を認める。 

(4）新中学校の生徒数、学級数 	 また、通学区域変更区域に在住する第十中学校在校生については、希望により、千川中学 

新中学校は、平成13年度には、生徒数 360人、10学級程度になる見込みである。 	 校への指定校変更を認める。 

(4）新小学校の児童数、学級数 

新小学校は、平成13年度には、児童数 397人、13学級程度になる見込みであるが、新小学校開

校時（平成14年4月）には、これ以下に減少する見込みである。 
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6．時習小学校と大塚台小学校の統合 

(D 新ノI喝敬の設置年度 

平成15年3月に、時習小学校と大塚台小学校の両校を閉校し、同年 4月に、現大塚台小学校

校舎を使用して、新小学校を開校する。 

(2）新小学校の位置  

1．大明小学校と池袋第五小学校の統合 

q）新小学校の設置年度 

平成17年3月に、大明可学校と池袋第五小学校の両校を閉校し、同年 4月に、現池袋第五小

学校校舎を使用して、新小学校を開校する。 

(2）新小学校の位置 

豊島区東池袋四丁目40番1号（現大塚台小学校）に設置する。 	 豊島区池袋四丁目23番8号（現池袋第五小学校）に設置する。 

(3）通学区域の変更 	 （3）通学区域 

新小学校の通学区域は、時習可学校と大塚台小学校の両校の通学区域を併せた区域とするが、 	 新小学校の通学区域は、現大明小学校と現池袋第五小学校の両校の通学区域を併せた区域と 

その一部を変更する。 	 する。 

① 変更区域 

現時習小学校の通学区域のうち、上池袋二丁目 1-44番を池袋第一小学校の通学区城に変 	 （4）新小学校の児童数、学級数 

更する。 	 新小学校は、平成13年度には、児童数 431人、12学級程度になる見込みであるが、新水学校開 

② 変更時期 	 校時（平成17年4月）には、これ以下に減少する見込みである。 

新小学校が開校する平成15年4月から実施する。 

③ 変更方法 

平成15年4月の新1年生から実施する。ただし、希望により池袋第一小学校から新小学校 	 8．第十中学校と千早中学校の統合 

への指定校変更を認める。 	 (1）新中学校の設置年度 

また、通学区域変更区域に在住する在校生については、希望により新小学校から池袋第一 	 平成18年3月に、第十中学校と千早中学校の両校を閉校し、同年 4月に、現第十中学校校舎 

小学校への指定校変更を認める。 	 を使用して、新中学校を開校する。 

④ 中学校の通学区域の変更 

小学校の通学区域の変更に併せて、西巣鴨中与姉交の通学区域のうち、上池袋二丁目 1-44 	 (2）新中学校の位置 

番を池袋中学校の通学区域に変更する。 	 豊島区千早四丁目8番19号（現第十中学校）に設置する。 

変更時期は、新小学校が開校する平成15年4月とし、新1年生から実施する。ただし、希 

望により池袋中学校から西巣鴨中学校への指定校変更を認める。 	 (3）通学区域 

また、通学区域変更区域に在住する西巣鴨中学校在校生については、希望により、池袋中 	 新中学校の通学区域は、第十中学校と現千早中学校の両校の通学区域を併せた区域とする。 

学校への指定校変更を認める。 

(4）新中学校の生徒数、学級数 

(4）新小学校の児童数、学級数 
	

新中学校は、平成13年度には、生徒数 344人、10学級程度になる見込みであるが、新中学校開 

新小学校は、平成13年度には、児童数 430人、12学級程度になる見込みであるが、新小学校開 
	

校時（平成18年4月）lこは、これ以下に減少する見込みである。 

校時（平成巧年 4月）には、これ以下に減少する見込みである。 
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（例）高田中学校と雑司谷中学校の統合 

9年度 10年度 11年度 

高 田中学校 住民説明会亡◇検討協議会 

‘ 

― 一ー――準備委員会＝＝一一一一＝＝一 

→閉校 

（統合） 

雑司谷中学校 

介 

住民説明会仁ン検討協議会 

→閉校 

第 4章 「第一次整備計画」の実現に向けて 

1. 計画の周知と住民説明会の実施 

本計画の実施にあたっては、児童・生徒‘保護者や卒業生を始めとして、地域の方々の丑晴翠と

協力を得ながら進めて行くことが不可欠であり、次のとおり、計画を周知し、住民説明会を実施

する。 

(1）計画の内容を、 「広報としま」等で、区民に周知する。 

(2）住民説明会は、次表のとおり、対象校及び通学区域等に関係する学校において実旗する。 

「第一次整備計画」 のスケジュール 
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ー諭藤―--I 
〇要町小学校
平和小学校 補強工事 

ー暴 

~改修 

〇大塚中学校
朝日中学校 統合 

謝誌十補強工事 

瀦艦十補強工事 

~改修 

説明奏二―-―→統合 

改修 

千川小学校
〇大成小学校 

時習小学校
〇大塚台小学校 綱

  
補強コ 

‘
口
 

説
 
明
 
去
 

序
  

'‘
ー‘
ー
，
，
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妙
 

」
 

 
〇大明小学校 
I 池籍与五ノ」学校 湖薦t 

議喜二一 〕統合 
補強工事・改修 

I 

〇第十中学校
千早中学校 

説明奏
議謝 

，統合 
補強エ事 

改修 

「統合検討協議会」、 「統合準備委員会」の設置 

貧城における説明会終了後、統合についての問題、課題などを協議するため、学校ごとに、学

校関係者、地域住民、区職員による仮称「統合検討協議会」を設置する。 

更に、各校の統合検討協議会から代表を選出し、新しい学校の開校に向けて仮称「統合準備委

員会」を設置する。 

(1) 「統合検討協議会」の設置 

設 置 統合対象校にそれぞれ設置する。 

目 的 統合についての問題、課題等について協議、調整する。 

構 成 校長、教頭、教育委員会事務局職員他 

PTA、町会、卒業生の各代表 

(2) 「統合準備委員会」の設置 

設 置 「統合検討協議会」より代表を選出して設置する。 

目 的 新校名の検討、交流行事の実施など、新校開校に向けて準備する。 

構 成 各校の校長、教頭他、教育委員会事務局職員他 

各校のPTA、町会の各代表 

なお、平成 9年度予定の高田中学校と雑司谷中学校の統合に関する「住民説明会」実施後の 

「統合検討協議会」と「統合準備委員会」の設置及びスケジュールを例示すると、次の表のとお

りとなる。 

※ 〇は、既存校舎を活用して統合新校となる学校 



「第一次整備計画」後の学校跡地 

学 校 名 校地面積 跡 地  の  用 途  ］ 
中学校 

高 	田 12, 152 ii? 新中学校設置  ］ 
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要 	町 8, 403 ii? 細学校設置  」 
平 和 6, 096 if? 平成12年3月まで学校として使用 1 「，途未讐」 

中学校 
大 	塚 13, 182 M 新中学校設置 

朝 	日 5, 334 M 平成13年 3月まで学校として使用 用途未定」 
小学校 

千 	川 10,384d 平成14年 3月まで学校として使用 ~ r 途未定］ 
大 	成 8, 528d 新小学校設置 
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小
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校
 

時 	習 7,971 d 平成15年3月まで学校として使用 用途未定］ 
大塚台 7,425 n? 新小学校設置 U 

小学校 
大 	明 8, 140 	ii? 平成17年 3月まで学校として使用 用途未定］ 
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中学校 
第 十 16, 178 n? 新中学校設置  I] 
千 早 9,961 	II? 平成18年 3月まで学校として使用 用途未定」 

（嚇斗 1) 

第 5 章 学校跡地活用の基本的考え方 
	

対象校の児童・生徒数 

区立学校の適正配置実施により、将来、学校教育以外の施設等への活用を圏ることになる弓鍵交

跡地（敷地、施設等）については、区民の貴重な財産として、区民のために有効活用を図ってい

かなければならない。その際には、地域住民や卒拠知万し情にも十分配慮していく必要がある。 

跡地利用の具体的な方法については、行政需要や区民等の要望など多面的な視点から、慎重か

つ十分な検討、協議を行い、有効活用を積極的に進めていくこととする。 
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※「平成13年才臨カは、東京者隊育庁「教育人口割備土」による。 
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